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「医師の働き方改革に関する法令施行後の
実態調査」 結果概要

（大阪府・大阪市二次医療圏）

資料１－２
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■目的
・平成30 年７月に成立した「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（平成
30 年法律第71 号）により、労働基準法（昭和22 年法律第49 号）などが改正され、診療に従事
する医師に対して令和６（2024）年４月から新たな時間外労働の上限規制が適用
・法施行後における各医療機関における医師等の勤務実態や労働時間短縮への取組みを調査
することで進捗状況を把握し、必要な支援を実施

■調査項目
・医師の勤務状況・医師の派遣状況・診療機能への影響・働き方改革に資する取組み状況
（タスクシフト・シェア等） 等

■対象
・病院、有床診療所、休日・夜間急病診療所

■実施時期
・令和６年７月８日～７月24日
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❶（１） 調査概要
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❶（２） 回答状況

全体では469施設（約64％）、病院では400施設（約80％）から回答があった

●回答数及び回答率（医療機関・二次医療圏別） ●回答数及び回答率（医療機関・病院機能分類別）

大阪府

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

二次医療圏 対象機関 回答数 回答率 病院機能分類 対象機関 回答数 回答率
病院 503 400 80% 病院 503 400 80%

うち、R5病院プラン対象病院 465 363 78% うち、R5病院プラン対象病院 465 363 78%

01 豊能 43 34 79% ①特定機能病院 7 7 100%

02 三島 31 24 77% ②急性期病院 101 88 87%

03 北河内 56 49 88% ③急性期ケアミックス型病院 120 98 82%

04 中河内 31 26 84% ④地域急性期病院 33 24 73%

05 南河内 36 28 78% ⑤後方支援ケアミックス型病院 78 53 68%

06 堺市 38 28 74% ⑥回復期リハビリ病院 14 11 79%

07 泉州 57 42 74% ⑦慢性期病院 110 80 73%

08 大阪市 173 132 76% ⑧分類不能 2 2 100%

うち、病院プラン対象外 38 37 97% うち、病院プラン対象外 38 37 97%

有床診療所 182 52 29% 有床診療所 182 52 29%

休日夜間急病診療所 50 17 34% 休日夜間急病診療所 50 17 34%

合計 735 469 64% 合計 735 469 64%



❷ 働き方改革による地域医療への影響

（１） 80時間超／月の医師数（診療科別平均）

（２） 大学医局等人事による派遣の受入状況

（３） 診療機能への影響
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❷（１） 80時間超／月の医師数（診療科別平均） ＜BC・A水準別＞

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

BC水準の医療機関では内科、A水準の医療機関では臨床研修医において、
月に80時間を超えて時間外・休日勤務する医師が多い

大阪府

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数＜BC水準（30施設※）＞ ●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数＜A水準（32施設※）＞

※80時間超／月の時間外・休日勤務をしている医師がいる医療機関数
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❷（１） 80時間超／月の医師数（診療科別平均） ＜病床規模別＞

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数
＜200床未満（11施設※）＞

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数
＜200～500床未満（34施設※）＞

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数
＜500床以上（17施設※）＞

200床未満の医療機関では臨床研修医、200～500床未満の病院では小児科、
500床以上の病院では内科において、月に80時間を超えて時間外・休日勤務する医師が多い

大阪府

※80時間超／月の時間外・休日勤務をしている医師がいる医療機関数
＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）
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❷（１） 80時間超／月の医師数（診療科別平均） ＜病院機能分類別＞

特定機能病院では内科、急性期病院では臨床研修医、急性期ケアミックス型病院
では整形外科において、月に80時間を超えて時間外・休日勤務する医師が多い

大阪府

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数
＜①特定機能病院（６施設※）＞

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数
＜②急性期病院（40施設※）＞

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数
＜③急性期ケアミックス型病院（11施設※）＞

※80時間超／月の時間外・休日勤務をしている医師がいる医療機関数



1.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 1 2

内科
整形外科

臨床研修医
外科

産婦人科
小児科

泌尿器科
その他

脳神経外科
放射線科

救急科
病理診断科

麻酔科
形成外科

耳鼻咽喉科
眼科

総合診療科
リハビリテーション科

精神科
皮膚科

臨床検査科

（人）

1.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 1 2

リハビリテーション科
整形外科

臨床研修医
外科
内科

産婦人科
小児科

泌尿器科
その他

脳神経外科
放射線科

救急科
病理診断科

麻酔科
形成外科

耳鼻咽喉科
眼科

総合診療科
精神科
皮膚科

臨床検査科

（人）

1.5

1.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 1 2

内科
外科

整形外科
臨床研修医

産婦人科
小児科

泌尿器科
その他

脳神経外科
放射線科

救急科
病理診断科

麻酔科
形成外科

耳鼻咽喉科
眼科

総合診療科
リハビリテーション科

精神科
皮膚科

臨床検査科

（人）

10

❷（１） 80時間超／月の医師数（診療科別平均） ＜病院機能分類別＞

後方ケアミックス型病院では内科、回復期リハビリ病院ではリハビリテーション科、
慢性期病院では内科において、月に80時間を超えて時間外・休日勤務する医師が多い

大阪府

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数
＜⑤後方ケアミックス型病院（1施設※）＞

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数
＜⑥回復期リハビリ病院（1施設※）＞

●診療科ごとの80時間超／月の平均医師数
＜⑦慢性期病院（3施設※）＞

※80時間超／月の時間外・休日勤務をしている医師がいる医療機関数・「④地域急性期病院」、「⑧分類不能」は80時間超／月の時間外・休日勤務をしている医師はなし
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❷（２） 大学医局等人事による派遣の受入状況 ＜常勤医師派遣＞

内科 小児科 皮膚科 精神科 外科 整形外
科

産婦人
科 眼科 耳鼻咽
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泌尿器
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脳神経
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放射線
科 麻酔科 病理 臨床検

査 救急科 形成外
科

リハビリ
テーショ
ン科

総合診
療科 その他 総計

+5 +4 +5 ▲2 +1 +11 ±0 ▲5 ▲2 +6 ▲3 +2 ±0 ▲1 ±0 ▲3 ▲2 ±0 ±0 ±0 +16

■大学医局等から医師派遣を受けている医療機関は306施設（65.2％）、医師派遣を受けていない医療機関145施設（30.9％）
●大学病院等の医療機関から派遣されている医師数の増減（令和５年度⇒令和６年度）状況

●診療科ごとの常勤派遣医師の減少状況（医師数） ※常勤派遣医師の減少があった医療機関の減少医師数を集計

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）
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① 医師の働き方改革に関連した派遣医師の減少数（派遣先医療機関回答） ② ①以外の派遣医師の減少数

（人）

派遣医師数の増減は診療科によって異なるが、昨年度から派遣医師総数は増加している。
医師の働き方改革に関連した派遣医師数の減少があった診療科は、４診療科であった。

大阪府
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❷（２） 大学医局等人事による派遣の受入状況 ＜非常勤医師派遣＞

●非常勤医師の派遣有と回答した病院で、診療科ごとの減少
（令和５年度⇒令和６年度）の有無

※A医療機関で３つの診療科に非常勤医師が派遣されている場合、
診療科別に減少の有無をカウント

減少あり 減少なし

87 1,469

5.6% 94.4%

●診療科ごとの非常勤派遣医師の減少状況（診療科数）

単位：診療科数

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）
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病
理

形
成
外
科

産
婦
人
科

臨
床
検
査

総
合
診
療
科

救
急
科

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科

そ
の
他

① 医師の働き方改革に関連して派遣医師数が減少した医療機関数（派遣先医
療機関回答）
② ①以外に派遣医師数が減少した医療機関数

（診療科数）

昨年度から非常勤医師の派遣が減少した診療科は、87診療科（5.6％）であり、
医師の働き方改革に関連した派遣医師数の減少があった診療科は、６診療科であった

大阪府
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❷（３） 診療機能への影響 ＜二次救急・三次救急機関の診療体制＞

大阪市の救急医療において、診療体制を縮小した医療機関が2施設（2.6％）、
縮小予定の医療機関が2施設（2.6％）ある

大阪府

●診療機能への影響（二次救急・三次救急機関の診療体制）

回答数：238施設

１．診療体制の縮小等を行った,

11(4.6%)

２．診療体制の縮小等を行って
いないが、縮小等を予定しており

準備を進めている,

4(1.7%)

３．診療体制の縮小等は行っていない
（今後も予定していない）,

223(93.7%)

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

大阪市 回答数：76施設

１．診療体制の縮小等を行った,

2(2.6%)

２．診療体制の縮小等を行って
いないが、縮小等を予定しており

準備を進めている,

2(2.6%)

３．診療体制の縮小等は行っていない
（今後も予定していない）,

72(94.7%)

・リード文修正

・「回答病院数」
を「回答数」に修
正



１．診療体制の縮小等を行った,

2(3%)
２．診療体制の縮小等を行って
いないが、縮小等を予定しており

準備を進めている,

0(0%)

３．診療体制の縮小等は行っていない
（今後も予定していない）,

69(97%)

14

❷（３） 診療機能への影響 ＜分娩取扱施設＞

大阪市の周産期医療において、診療体制を縮小した医療機関が１施設（4％）あり、
縮小予定の医療機関はなかった

大阪府

●診療機能への影響（分娩取扱施設）

回答数：71施設
（病院56、有床診療所15）

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

大阪市 回答数：25施設
（病院19、有床診療所6）

１．診療体制の縮小等を行った,

1(4%)
２．診療体制の縮小等を行って
いないが、縮小等を予定しており

準備を進めている,

0(0%)

３．診療体制の縮小等は行っていない
（今後も予定していない）,

24(96%)

・リード文修正

・「回答病院数」
を「回答数」に修
正



診療科 回答した診療科における具体的な影響
１．内科,２．外科,４．その他（耳鼻科・眼科・形
成外科・泌尿器科・皮膚科・消化器内科・循環器内科） 特になし
１．内科,２．外科 １内科を選択 現時点で内科当直がブランクになる日がある
４．その他（眼科） 大学病院から非常勤医師の引き上げ
２．外科 消化器外科医が医局から撤退となったために、消化器内科内視鏡検査・処置のバックアッ

プ体制が取れなくなった
４．その他（心臓血管外科） 心臓血管外科において、派遣医師数の減少により、時間外・休日労働時間が年９６０

時間以内となるよう診療制限を行った
３．小児科 派遣医師の時間数減少により、４週目月曜日の小児科午後診療を縮小した
１．内科,４．その他（脳神経内科、整形外科、眼科、
皮膚科、歯科） 内科において、派遣医師の減少により土曜日の初診・再診外来の維持が困難となった

１．内科 循環器内科において派遣医師（常勤）数の減少により緊急カテーテル治療（検査）実
施が行えなくなった

１．内科,４．その他（泌尿器科、整形外科、脊椎・
脊髄外科、循環器内科、消化器内科、消化器外科） 上記診療科において労働時間の調整を行うため、土曜日の診療を取り止めた

１．内科,２．外科 当直明けのインターバルの関係上、総合診療科の外来担当が組めず、総合診療科外来
が縮小となった

１．内科,２．外科,３．小児科,４．その他（眼
科、整形外科、脳神経外科、泌尿器科、麻酔科） 診療受付時間を短縮する予定
１．内科,４．その他（整形外科） 令和６年４月より夜診・土曜日診療の廃止を行った
１．内科,２．外科,４．その他（整形外科・泌尿器
科・皮膚科） 効率化する事により影響はないとは言えない
３．小児科 小児科医師数の減少が想定され、小児科外来縮小を検討している
３．小児科 常勤医のみの体制となった
４．その他（精神科） 精神科において、今後派遣医師が減少する傾向にて病床を減少させる
１．内科,２．外科 夕診休診
１．内科,２．外科 土曜日の内科・外科・整形外科外来を廃止して、救急対応のみに変更
１．内科,４．その他（泌尿器科） 派遣医師数の減少により、泌尿器科土曜日外来を休止した。内科夜診の一部休止を

予定している

３．小児科
派遣医師のインターバル９時間を確保するために、診療時間午後９時～翌朝６時
を１時間延長し、午後９時～翌朝７時に変更したうえで、宿日直許可を取得する
予定

４．その他（眼科） 眼科において大学病院からの派遣医師の勤務時間の減少し外来診察が隔週になり
手術件数も減少 15

❷（３） 診療機能への影響 ＜救急・周産期以外＞

救急・周産期以外の診療機能において、
診療体制を縮小した医療機関が14施設（3.1％）、縮小予定が７施設（1.6％）あった

●診療機能への影響（救急・周産期以外）

回答数：451施設

大阪府

１．診療体制の縮小等を行った,

14(3.1%)

２．診療体制の縮小等を
行っていないが、縮小等を
予定しており準備を進めて

いる,

7(1.6%)

３．診療体制の縮小等は行っていな
い（今後も予定していない）,

430(95.3%)

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査
（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●診療体制を縮小済又は縮小予定の診療科と具体的な影響
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❷（３） 診療機能への影響 救急・周産期以外

救急・周産期以外の診療機能において、
診療体制を縮小した医療機関が3施設（2.1％）あり、縮小予定が2施設（1.4％）あった

●診療機能への影響（救急・周産期以外）

大阪市

●診療体制を縮小済又は縮小予定の診療科と具体的な影響

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

回答数：144施設

１．診療体制の縮小等を行った,

3(2.1%)

２．診療体制の縮小等を
行っていないが、縮小等を
予定しており準備を進めて

いる,

2(1.4%)

３．診療体制の縮小等は行っていない
（今後も予定していない）,

139(96.5%)

診療科 回答した診療科における具体的な影響

４．その他（心臓血管外科） 心臓血管外科において、派遣医師数の減少により、時間外・休日労働時間が年９６０時
間以内となるよう診療制限を行った。

１．内科,４．その他（泌尿器科、
整形外科、脊椎・脊髄外科、循環器
内科、消化器内科、消化器外科）

上記診療科において労働時間の調整を行うため、土曜日の診療を取り止めた。

１．内科,２．外科,３．小児科,４．
その他（眼科、整形外科、脳神経外
科、泌尿器科、麻酔科）

診療受付時間を短縮する予定。

１．内科,４．その他（整形外科） 令和６年４月より夜診・土曜日診療の廃止を行った。

１．内科,２．外科 土曜日の内科・外科・整形外科外来を廃止して、救急対応のみに変更。

・リード文修正

・表余白を「標
準」に設定
・行幅修正

・「回答病院数」
を「回答数」に修
正



❸ タスク・シフト／シェアの取組状況

（１） 医療機関のタスク・シフト／シェアの取組状況

（２） 看護師のタスク・シフト／シェアの取組状況

（３） 特定行為研修修了者の養成予定（計画）

（４） 職種別病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組状況

（５） 設備整備／外部有識者の活用等に関する取組状況
17
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❸（１） 医療機関のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜病床規模別＞

病床数が多いほど、タスク・シフト/シェアの実施割合が高い

大阪府

51（29.3%）

58（49.6%）

86（68.8%）

25（71.4%）

220（48.8%）

123（70.7%）

59（50.4%）

39（31.2%）

10（28.6%）

231（51.2%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

100床未満

100～200床未満

200～500床未満

500床以上

全体

実施している 実施していない

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●病床規模ごとの実施状況（医療機関数・割合）



220（48.8%）

73（50.7%）

231（51.2%）

71（49.3%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大阪府域

08 大阪市

実施している 実施していない

19

❸（１） 医療機関のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜圏域別＞

大阪市において、タスク・シフト/シェアの取組を行っている医療機関は73施設(50.7％)であった

大阪市

大阪府

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●大阪府・大阪市における実施状況（医療機関数・割合）
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❸（１） 医療機関のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜病院機能分類別＞

特定機能病院、急性期病院、急性期ケアミックス型病院において、
70％以上がタスク・シフト/シェアを実施している

大阪府

7（100.0%）

72（81.8%）

73（74.5%）

10（41.7%）

19（35.8%）

3（27.3%）

21（26.3%）

6（16.2%）

8（23.5%）

1（5.9%）

220（48.8%）

16（18.2%）

25（25.5%）

14（58.3%）

34（64.2%）

8（72.7%）

59（73.8%）

2（100.0%）

31（83.8%）

26（76.5%）

16（94.1%）

231（51.2%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①特定機能病院

②急性期病院

③急性期ケアミックス型病院

④地域急性期病院

⑤後方支援ケアミックス型病院

⑥回復期リハビリ病院

⑦慢性期病院

⑧分類不能

⑨その他病院

⑩有床診療所

⑪休日夜間急病診療所

全体

実施している 実施していない

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●病院機能分類ごとの実施状況（医療機関数・割合）



185（84.1%）
166（75.5%）

146（66.4%）
94（42.7%）

90（40.9%）
84（38.2%）

79（35.9%）
79（35.9%）

70（31.8%）
64（29.1%）

61（27.7%）
61（27.7%）
61（27.7%）
60（27.3%）

57（25.9%）
39（17.7%）

34（15.5%）
27（12.3%）

23（10.5%）
0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内科
外科

整形外科
泌尿器科

リハビリテーション科
脳神経外科

皮膚科
放射線科

眼科
救急科

形成外科
耳鼻咽喉科

小児科
産婦人科

麻酔科
精神科

総合診療科
病理診断科

その他
臨床研修医

21

❸（１） 医療機関のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜診療科別＞

内科や外科、整形外科において、65％以上がタスク・シフト/シェアを実施している

大阪府

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●診療科ごとの実施状況（医療機関数・割合）



46

（31.9%）
98

（68.1%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定行為研修を修了した看護師

研修修了看護師あり 研修修了看護師なし

38

（82.6%）
8

（17.4%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定行為の活動の有無

行っている 行っていない

133

（29.5%）
318

（70.5%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特定行為研修を修了した看護師

研修修了看護師あり 研修修了看護師なし

107

（80.5%）
26

（19.5%）

0% 50% 100%

特定行為の活動の有無

行っている 行っていない
22

❸（２） 看護師のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜特定行為研修修了者＞

大阪市において、看護師の特定行為研修修了者がいる医療機関は46施設（31.9%）であり、
うち、38施設において特定行為を実施している

大阪府 大阪市

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●特定行為研修修了看護師の有無別医療機関数（割合）・研修修了者の特定行為活動の有無別医療機関数（割合）



7（100.0%）

61（69.3%）

39（39.8%）

1（4.2%）

11（20.8%）

2（18.2%）

8（10.0%）

1（2.7%）

3（8.8%）

133（29.5%）

27（30.7%）

59（60.2%）

23（95.8%）

42（79.2%）

9（81.8%）

72（90.0%）

2（100.0%）

36（97.3%）

31（91.2%）

17（100.0%）

318（70.5%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①特定機能病院

②急性期病院

③急性期ケアミックス型病院

④地域急性期病院

⑤後方支援ケアミックス型病院

⑥回復期リハビリ病院

⑦慢性期病院

⑧分類不能

⑨その他病院

⑩有床診療所

⑪休日夜間急病診療所

全体

研修修了看護師あり 研修修了看護師なし

7（100.0%）

54（88.5%）

30（76.9%）

1（100.0%）

6（54.5%）

1（50.0%）

7（87.5%）

1（33.3%）

107（80.5%）

7（11.5%）

9（23.1%）

0

5（45.5%）

1（50.0%）

1（12.5%）

0

1（100.0%）

2（66.7%）

0

26（19.5%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①特定機能病院

②急性期病院

③急性期ケアミックス型病院

④地域急性期病院

⑤後方支援ケアミックス型病院

⑥回復期リハビリ病院

⑦慢性期病院

⑧分類不能

⑨その他病院

⑩有床診療所

⑪休日夜間急病診療所

全体

行っている 行っていない

23

❸（２） 看護師のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜病院機能分類別＞

病院機能分類によって、看護師の特定行為研修修了者がいる割合や、
研修修了者の特定行為の実施状況は異なる

大阪府

●特定行為研修修了看護師の有無別医療機関数（割合）
＜病院医機能分類別＞

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●研修修了者の特定行為活動の有無別医療機関数（割合）
＜病院医機能分類別＞



24

❸（２） 看護師のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜取組内容＞

看護師のタスク・シフト／シェアの取組内容は、「注射、採血、静脈路の確保」が最も多い

大阪府

●看護師のタスク・シフト／シェアの取組内容ごとの医療機関数（割合）

190(86.4%)

172(78.2%)

122(55.5%)

106(48.2%)

105(47.7%)

75(34.1%)

74(33.6%)

16(7.3%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

注射、採血、静脈路の確保

診察前の情報収集

事前に取り決めたプロトコ－ルに基づく薬剤の投与、採血・検査の
実施

カテ－テルの留置、抜去等の各種処置行為

特定行為（38 行為 21 区分）の実施

血管造影・画像下治療(IVR)の介助

救急外来における医師の事前の指示や事前に取り決めたプロトコ
－ルに基づく採血・検査の実施

看護師においては、タスク・シフト／シェアの取組みを実施していな
い

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）



108（23.9%）

36（25.0%）

343（76.1%）

108（75.0%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大阪府域

08 大阪市

養成予定あり 養成予定なし

25

❸（３） 看護師の特定行為研修修了者の養成予定（計画） ＜圏域別＞

大阪市において、特定研修修了者の養成を36施設（25.0%）が予定している

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●大阪府・大阪市における看護師の特定行為研修修了者の養成予定有無別医療機関数（割合）

大阪府

大阪市



7（100.0%）

50（56.8%）

35（35.7%）

8（15.1%）

1（9.1%）

7（8.8%）

108（23.9%）

38（43.2%）

63（64.3%）

24（100.0%）

45（84.9%）

10（90.9%）

73（91.3%）

2（100.0%）

37（100.0%）

34（100.0%）

17（100.0%）

343（76.1%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①特定機能病院

②急性期病院

③急性期ケアミックス型病院

④地域急性期病院

⑤後方支援ケアミックス型病院

⑥回復期リハビリ病院

⑦慢性期病院

⑧分類不能

⑨その他病院

⑩有床診療所

⑪休日夜間急病診療所

全体

養成予定あり 養成予定なし
26

❸（３） 看護師の特定行為研修修了者の養成予定（計画） ＜病院機能分類別＞

特定機能病院では７施設（100%）、急性期病院では50施設（56.8%）が、
特定行為研修修了者の養成を予定している

大阪府

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●病院機能分類ごとの看護師の特定行為研修修了者の養成予定有無別医療機関数（割合）



27

❸（４） 職種別病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜助産師／薬剤師＞

取組内容について、助産師は「助産師外来」が多く、薬剤師は「医師への
処方提案等の処方支援」 、「病棟等における薬学的管理」、「薬物療法に関する説明」が多い

●病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組内容ごとの
医療機関数（割合）＜助産師＞

4(7.8%)

1(2.0%)

47(92.2%)

3(5.2%)

0(0%)

55(94.8%)

22(25.6%)

5(5.8%)

63(73.3%)

13(52.0%)

4(16.0%)

11(44.0%)

0% 50% 100%

助産師外来

院内助産

助産師においては、タスク・シフト／シェアの
取組みを実施していない

34(66.7%)

32(62.7%)

21(41.2%)

13(25.5%)

8(15.7%)

14(27.5%)

49(84.5%)

38(65.5%)

36(62.1%)

19(32.8%)

10(17.2%)

8(13.8%)

67(77.9%)

68(79.1%)

63(73.3%)

36(41.9%)

37(43.0%)

10(11.6%)

21(84.0%)

21(84.0%)

21(84.0%)

10(40.0%)

15(60.0%)

2(8.0%)

0% 50% 100%

医師への処方提案等の処方支援

病棟等における薬学的管理

薬物療法に関する説明

事前に取り決めたプロトコ－ルに沿って行う
処方された薬剤の投与量の変更

周術期の薬学的管理

薬剤師においては、タスク・シフト／シェアの
取組みを実施していない

大阪府

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組内容ごとの
医療機関数（割合）＜薬剤師＞
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❸（４） 職種別病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜臨床放射線技師／臨床検査技師＞

取組内容について、臨床放射線技師は「放射線管理区域内での患者誘導」が多く、
臨床検査技師は「病棟・外来における採血業務」が多い

大阪府

34(66.7%)

22(43.1%)

20(39.2%)

10(19.6%)

13(25.5%)

49(84.5%)

32(55.2%)

21(36.2%)

14(24.1%)

9(15.5%)

71(82.6%)

44(51.2%)

37(43.0%)

27(31.4%)

11(12.8%)

22(88.0%)

8(32.0%)

10(40.0%)

11(44.0%)

2(8.0%)

0% 50% 100%

放射線管理区域内での患者誘導

撮影部位の確認、検査オ－ダ－の代行
入力

放射線検査等に関する説明、同意書の
受領

血管造影･画像下治療（IVR）における
補助行為

診療放射線技師においては、タスク・シフ
ト／シェアの取組みを実施していない

17(33.3%)

2(3.9%)

3(5.9%)

5(9.8%)

32(62.7%)

17(29.3%)

10(17.2%)

9(15.5%)

7(12.1%)

30(51.7%)

45(52.3%)

24(27.9%)

17(19.8%)

8(9.3%)

29(33.7%)

21(84.0%)

5(20.0%)

8(32.0%)

2(8.0%)

4(16.0%)

0% 50% 100%

病棟・外来における採血業務

生体材料標本、特殊染色標本、免疫染
色標本等の所見の報告書の作成

心臓･血管カテ－テル検査、治療における
直接侵襲を伴わない検査装置の操作

輸血に関する定型的な事項や補足的な
説明と同意書の受領

臨床検査技師においては、タスク・シフト
／シェアの取組みを実施していない

●病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組内容ごとの
医療機関数（割合）＜臨床放射線技師＞

●病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組内容ごとの
医療機関数（割合）＜臨床検査技師＞

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）
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❸（４） 職種別病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜臨床工学技士／PT・OT・ST＞

取組内容について、臨床工学技士は、「生命維持管理装置を装着中の患者の
輸送」が多く、PT・OT・STは「リハビリに関する各種書類の記載・説明等」が多い

4(7.8%)

5(9.8%)

1(2.0%)

0

44(86.3%)

15(25.9%)

8(13.8%)

2(3.4%)

4(6.9%)

39(67.2%)

54(62.8%)

36(41.9%)

25(29.1%)

6(7.0%)

20(23.3%)

21(84.0%)

7(28.0%)

16(64.0%)

3(12.0%)

1(4.0%)

0% 50% 100%

生命維持管理装置を装着中の患者の移
送

各種手術等において術者に器材や医療
材料を手渡す行為

人工心肺を施行中の患者の血液、補液
及び薬剤の投与量の設定及び変更

全身麻酔装置の操作

臨床工学技士においては、タスク・シフト
／シェアの取組みを実施していない

36(70.6%)

15(29.4%)

51(87.9%)

8(13.8%)

72(83.7%)

14(16.3%)

21(84.0%)

4(16.0%)

0% 50% 100%

リハビリテ－ションに関する各種書類の記
載・説明・書類交付

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士
においては、タスク・シフト／シェアの取組み

を実施していない

大阪府

●病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組内容ごとの
医療機関数（割合）＜臨床工学技士＞

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組内容ごとの
医療機関数（割合）＜理学療法士・作業療法士・言語聴覚士＞



42(82.4%)

26(51.0%)

33(64.7%)

33(64.7%)

24(47.1%)

27(52.9%)

2(3.9%)

49(84.5%)

40(69.0%)

36(62.1%)

37(63.8%)

28(48.3%)

38(65.5%)

1(1.7%)

76(88.4%)

64(74.4%)

54(62.8%)

54(62.8%)

60(69.8%)

47(54.7%)

1(1.2%)

22(88.0%)

23(92.0%)

16(64.0%)

15(60.0%)

19(76.0%)

11(44.0%)

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各種書類の記載

診療録等の代行入力

医師が診察をする前に、医療機関の定めた定型の問診票等を用いて、診察する
医師以外の者が患者の病歴や症状などを聴取する業務

院内での患者移送・誘導

日常的に行われる検査に関する定型的な説明、同意書の受領

入院時のオリエンテ－ション

医師事務作業補助者・その他職種においては、タスク・シフト／シェアの取組みを
実施していない

30

❸（４） 職種別病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組状況 ＜医師事務作業補助者＞

取組内容について、医師事務作業補助者は、「各種書類の記載」や
「診療録の代行入力」が多い

大阪府

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●病床規模別のタスク・シフト／シェアの取組内容ごとの
医療機関数（割合）＜医師事務作業補助者＞



31

❸（５） 設備整備／外部有識者の活用等に関する取組状況

設備整備に関する取組内容は「勤怠管理システムの導入・連携」が、
外部有識者の活用等に関する取組内容は、「人事制度等のアドバイザー活用」が多い

大阪府

●タスク・シフト／シェアの設備整備に関する取組内容ごとの
医療機関数（割合）

＜出典＞医師の働き方改革に関する法令施行後の実態調査（「地域医療提供体制構築に向けた調査及びデータ分析事業」により作成）

●タスク・シフト／シェアの外部有識者の活用等に関する
取組内容ごとの医療機関数（割合）

124（26.4%）

102（21.7%）

59（12.6%）

11（2.3%）

9（1.9%）

221（47.1%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人事制度等のアドバイザ－（社会保険
労務士）活用

各職能団体実施の働き方改革に資する
研修参加

職員の意識改革に資する研修実施

その他

タスク・シフト／シェア達成のための医療
勤務環境改善のためのコンサルタント活

用

働き方改革に資する外部有識者の活用
等に関する取組みは実施していない

237（50.5%）

183（39%）

148（31.6%）

117（24.9%）

51（10.9%）

40（8.5%）

25（5.3%）

15（3.2%）

13（2.8%）

108（23%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤怠管理システム（タイムカ－ド、ビ－コンシ
ステム等）の導入・連携

WEB会議システムの構築

画像診断システム、画像ファイリングシステムの
導入

医師当直室及び休憩室の改修整備

患者説明用のタブレット端末導入

勤怠管理システムと電子カルテの連携

AI問診システムの導入

勤怠管理システムと連携したスマ－トフォン等
の導入

その他

設備整備に関する取組みは実施していない


